2011年9月4日(日)　専修大学神田キャンパス7号館731教室
21・老福連　老問研　共同学習集会　概要
　突然の雨や風といった台風の余波が残る中、東北や九州からの方も含めて80名を超える参加がありました。仕事の場や立場も多様な方たちが参加してくださいました。ありがとうございました。当日の様子を速報でお知らせします。
　今回の学習集会の詳細は、「月刊ゆたかなくらし」11月号　突然の雨や風といった台風の余波が残る中、東北や九州からの方も含めて80名を超える参加がありました。仕事の場や立場も多様な方たちが参加してくださいました。ありがとうございました。当日の様子を速報でお知らせします。
　今回の学習集会の詳細は、「月刊ゆたかなくらし」11月号で報告をする予定です。

　特別講演をお願いした後藤先生から、3・11によってさらに露呈したこの間の政策が持つ非人間的な状況が、右左関係ない経済の原則を踏み外した尋常でないことを起点に、社会福祉や介護の基盤として政策の転換に取り組むことの重要性をグローバルスタンダードな指標や考え方に基づいてお話し下さいました。
　人が生きるにふさわしい、当たり前が当たり前になっていないことの象徴の一つとして介護保険制度があるという点を、わたくしたち自身しっかり受け止め、単に来年の改定に右往左往するのではない活動や運動に、連携連帯して取り組んでいくことに力をいただく講演でした。

　報告①として、岩手の大泉さんからの、３・１１の岩手の状況、とりわけ高齢者福祉施設についてその被災状況や避難状況、現状を中心にお話しいただきました。すでに半年が経とうとしている時期ですが、未だ正確な被害状況が公式に把握されていない状況、介護保険制度が機能しない中で、壊滅的な被災を免れた福祉施設や内陸部の施設が、自施設の職員や建物にも大きな被害が出ている中で、また「福祉避難所」としての公的な位置づけのないまま、福祉施設として被災施設利用者や職員の受け入れ、地域や被災地の高齢者の受け入れに取り組んだこと、定員を大きく上回る被災者を受け入れながら、行政の機能不全、介護保険ではその一部しか対応できないままでいる実態にも触れられました。未だ全容について報告をするような状況ではない中で、岩手で起きていることの報告を通して、わたくしたちは改めて深刻な状況を知るとともに、被災地域の福祉施設と連携しながら応援や制度の不備の改革に取り組でいくことが重要であることを強く感じました。

　報告②は、老問研副会長矢部さんから、12年介護保険改定の目玉、「地域包括ケアシステム」の中心的な手法としている「24時間訪問サービス」について報告がありました。6月に改定法案は可決成立していますが、いつものことながら「中心的手法」でありながら公式には詳細は何も決まっていないことから、2月の報告書に基づいて報告がありました。報告書では現状制度が在宅を継続するには欠陥があることを認めているにもかかわらず、「包括的」にサービス提供するには課題が多いこと、まずその点を見直していくことが重要ということでした。例えば地域包括ケアの中心となる地域包括支援センターの設置が、基本となる中学校区人口２万人の生活圏域毎に設置することが求められていながら、実際は整備が大きく遅れていることや、24時間訪問も、費用の面からは自己負担を前提にした「混合介護」を目指していることから、実態として大半の高齢者の生活や経済状況では制度が活用できない、あるいは包括の名を借りた不十分なサービス提供量で済ますようなモラルハザードが起きかねない点が報告されました。国は地域ごとのニーズ調査を実施することを保険者に求めていますが、現状はおざなりのコンサル会社任せが横行しています。まず地域ごとしかも建物ごとなどのきめ細かな、それぞれの地域の実情に応じた調査を行うことを、わたくしたちが求めていくことが急務であることが報告されました。

　佐藤老問研副会長がまとめとして、今回の学習集会では、後藤先生から大きな政策的な視点から、大泉さんはまさに現場にあって実態に基づいて、そして矢部さんは現場を具体的に動かす制度施策の視点、という３つの観点から講演、報告がされたこと、そういう3つの観点を行き来しながら、今起きていること、これからのことを考え行動していくことが重要であることが話されました。また、それぞれの職場等で孤立するのではなく、例えば障害者領域では8月30日に自立支援法に代わる制度創立に向けた提言案が出されていることなどに象徴されるように、別の領域ともしっかり情報交換、連携していくことが今後ますます重要になることを話されました。

　最後に21・老福連事務局長正森さんから、この秋に21・老福連が取り組む署名活動について報告がありました。
　学習集会を通じて制度の基になっている考え方をしっかり認識理解し、実情をとらえた上で、ニーズに応じた適切な援助が行えることを確認したわけですから、もう一歩「署名」という行動を起こしていこうと、強力にアピールをしました。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(文責　老問研事務局)
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